
平成 20 年度決算参考資料 

～総務省改定モデルによる財務諸表～  

 

■新地方公会計制度に基づく伊佐市の財務諸表 

 本市では、従来まで普通会計における資産及び負債の状況を明らかにするた

め企業会計的手法を用いた「貸借対照表（バランスシート）を作成・公表し、

市民の皆さまに財務状況を伝えてきました。  

平成 20 年度決算からは平成 19 年 10 月に総務省が公表した「新地方公会計制

度実務研究会報告書」に基づき、「総務省方式改訂モデル」での財務諸表４表（貸

借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成・

公表します。  

 

■財務諸表４表とは 

 財務諸表４表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」

「資金収支計算書」の総称であり、官公庁の会計における「単式簿記」「現金主

義」で作成した歳入歳出決算書とは異なり、民間企業などにおける「複式簿記」

「発生主義」の考え方を取り入れて作成されたものです。  

財務諸表４表を作成することで、現金主義の会計制度では把握することが難

しい資産や債務などのストック情報や行政コストなどを把握することが容易と

なります。それぞれの財務諸表から分かる情報は次の通りです。  

 

【財務諸表から分かる情報】  

○  次世代に引き継ぐ資産はいくらあるのか？  

○  資産を形成した財源は何だったか？  

○  次世代に先送りした借金はいくらあるのか？  

 

 
貸借対照表

 計算書  

 行政コスト○  行政サービスにどれだけコストがかかったのか？  

○  サービスに対する収益はどの程度あったのか？  

 

 計算書  

 純資産変動○  資産調達の財源はどのように変化したのか？  

○  資産の価値がどのように変動したのか？  

 

 計算書  

 資金収支  ○  経常的経費や投資的経費の財源は何だったのか？  

○  一年間で資金がどのように変動したのか？  



■各財務諸表の内容 

 

１．貸借対照表(バランスシート) 

 貸借対照表とは、年度末において、市が住民サービスを提供するために保有している資産（土

地、建物、現金等）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括的に

表したものです。 

 
【イメージ図】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左側の【借方】と右側の【貸方】の額が一致するように作成します。左右が同額で均衡するた

め、貸借対照表はバランスシートとも呼ばれます。 
【借方】で今までに積み上げてきた資産を表現し、【貸方】でその資産を過去の財源でいくら

負担したのか、あるいは未来の財源でいくら負担しなければならないのかを表現します。 

 
【伊佐市の普通会計貸借対照表】                     （単位：千円） 

〔資産の部〕 〔負債の部〕 

１．固定負債 

 （１）地方債 

 （２）退職手当引当金等 

２．流動負債 

 （１）翌年度償還予定地方債 

 （２）賞与引当金等 

17,377,768

13,976,755

3,401,013

1,877,661

1,735,382

142,279

負債合計 19,255,429

〔純資産の部〕 

１．公共資産等整備国県補助金等 

２．公共資産等整備一般財源等 

３．その他一般財源等 

４．資産評価差額 

15,335,996

37,521,620

△5,506,344

4,590

１．公共資産 

 （１）有形固定資産 

 （２）売却可能資産 

２．投資等 

 （１）投資及び出資金 

 （２）貸付金 

 （３）基金等 

 （４）長期延滞債権 

 （５）回収不能見込額 

３．流動資産 

 （１）現金預金 

 （２）未収金 

（３）回収不能見込額 

61,415,361

61,247,832

167,529

2,032,100

82,269

212,655

1,173,737

675,531

△112,092

3,163,830

3,061,288

102,921

△379 純資産合計 47,355,862

資産合計 66,611,291 負債及び純資産合計 66,611,291

<純資産> 

「これまでの世代が負担した金

額」 

・国県支出金、一般財源など 

<負債> 

「将来の世代が負担しなければ

ならない金額」 

・地方債、退職手当引当金など 

貸 方
 

<資産> 

「これまで積み上げてきた資産

等の金額」 

・固定資産 

・基金 

・貸付金 

・資金    など 

借 方 



 

２．行政コスト計算書 

 行政コスト計算書とは、市の 1 年間の行政活動のうち人的サービスや給付サービス

などといった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの

直接の対価として得られた財源（使用料・手数料、分担金・負担金・寄付金）を対比

させた書類です。 

 また、生活インフラ・国土保全、教育、福祉といった行政目的別に、それぞれの経

費を把握することができます。 

 

 

【伊佐市の普通会計行政コスト計算書】  （単位：千円） 

《 Ａ 経常行政コスト 》 

１． 人にかかるコスト 

(1) 人件費 

(2) 退職手当引当金繰入等 

(3) 賞与引当金繰入等 

２． 物にかかるコスト 

(1) 物件費 

(2) 維持補修費 

(3) 減価償却費 

３． 移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付費 

(2) 補助金等 

(3) 他会計等への支出額 

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 

４． その他の行政コスト 

(1) 支払利息等 

(2) 回収不能見込計上額 

(3) その他行政コスト 

13,624,628

2,998,306

2,165,890

695,537

136,879

4,125,843

1,589,061

91,067

2,445,715

6,176,236

2,361,839

1,597,979

1,698,318

518,100

324,243

301,038

28,609

△ 5,404

《  Ｂ 経常収益 》 

１． 使用料・手数料 

２． 分担金・負担金 

480,425

204,336

276,089

《  Ａ－Ｂ 純経常行政コスト 》 13,144,203

 

 

 

 

 



３．純資産変動計算書 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目の数値が

1 年間でどのように変動したかを表している計算書です。純資産は現在までの世代が

負担してきた部分ですので、1 年間で今までの世代が負担してきた部分の増減を把握

することができます。 

 

【伊佐市の普通会計純資産変動計算書】  （単位：千円） 

期首純資産残高 48,421,434

純経常行政コスト 

一般財源 

・地方税 

・地方交付税 

・その他行政コスト充当財源 

補助金等受入 

臨時損益 

・災害復旧事業 

・公共資産除売却損益 

資産評価替えによる変動額 

その他 

△13,144,203

3,251,024

6,012,053

802,367

2,178,496

△ 79,620

7,945

4,590

△ 98,224

期末純資産残高 47,355,862

 

 

 

４．資金収支計算書 

資金収支計算書とは、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる「経常的

収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」の 3 つの区分に分け

て表示したものです。 

「経常的収支の部」は、日常の行政活動による資金収支の状況、「公共資産整備収支

の部」は、公共事業等に伴う資金の使途とその財源の状況、「投資・財務的収支の部」

は、出資・貸付・市債の償還などの支出とその財源の状況を表示しています。  

 
【伊佐市の普通会計資金収支計算書】 （単位：千円） 

１ 経常的収支の部 

〈支出合計〉 

・人件費 

・物件費 

・社会保障給付 

10,314,420

2,707,637

1,589,061

2,361,839



・補助金等 

・その他 

〈収入合計〉 

・地方税・地方交付税 

・国県補助金等 

・使用料・手数料 

・その他 

《経常的収支額》 

1,597,979

2,057,904

13,939,718

9,217,249

2,023,497

175,195

2,523,777

3,625,298

２  公共資産整備収支の部 

〈支出合計〉 

・公共資産整備支出 

・公共資産整備補助金及び繰出 

〈収入合計〉 

・国県補助金等 

・その他 

《公共資産整備収支額》 

1,676,663

1,158,563

518,100

646,579

153,034

493,545

△ 1,030,084

３  投資・財務的収支の部 

〈支出合計〉 

・投資・出資金及び貸付金 

・基金積立額・基金繰入額 

・他会計への公債費充当財源繰出 

・地方債償還額 

〈収入合計〉 

・貸付金回収額 

・公共資産売却収入 

・その他 

《投資・財務的収支額》 

2,893,217

9,458

817,929

112,139

1,953,691

314,399

60,597

7,945

245,857

△ 2,578,818

当年度歳計現金増減額 16,396

期首歳計現金残高 507,195

期末歳計現金残高 523,591

 
 


